
平成３０年２月２１日
海 事 局 船 員 政 策 課

「平成３０年度船員災害防止実施計画」の審議を行います

～交通政策審議会海事分科会第９８回船員部会の開催～

２月２３日（金）に交通政策審議会海事分科会第９８回船員部会を下記のとおり開
催します。
今回の船員部会では、船員災害防止活動の促進に関する法律第７条第１項に基づき

諮問された「平成３０年度船員災害防止実施計画」について、審議を行います。
同実施計画では、平成３０年度を初年度とする第１１次船員災害防止基本計画の主

要な対策として新たに加えられたパワーハラスメントの防止とメンタルヘルスの確保
等の船員災害防止対策について取り組むこととしています。

国土交通大臣は、船員災害防止活動の促進に関する法律に基づき、５年ごとに船員災害の
防止に関し基本となるべき事項を定めた船員災害防止基本計画を作成し、また、その実施
を図るため、毎年、船員災害防止実施計画を作成することになっています。
船員災害防止実施計画は、①船員災害の減少目標 ②船員災害の防止に関し重点を置く

べき船員災害の種類 ③船員災害の防止のための主要な対策に関する事項 ④その他船員
災害の防止に関し重要な事項 の４項目について定め、船員災害防止基本計画における船
員災害の減少目標の達成を目指します。

記

１．日 時 平成３０年２月２３日（金） １３：００～１４：００

２．場 所 国土交通省（中央合同庁舎３号館）１１階特別会議室

３．議 事 議題１．平成３０年度船員災害防止実施計画について（諮問）
議題２．船員派遣事業の許可について（諮問・非公開）

４．傍聴等 ・傍聴を希望される方は、別紙「取材（傍聴）登録書」に必要事項をご記
入の上、２月２２日（木）１７時までにＦＡＸにてお申し込み下さい。

・カメラ撮りは冒頭のみとなります。
・会議資料については、当日配布します。

（非公開の理由）
議題２は公開することにより、当事者等の権利又は利益を害する恐れがあるため。
（船員部会運営規則第１１条ただし書）

○ 議事録及び当会議資料は、後日、国土交通省のホームページにて公開します。

【問い合わせ先】
海事局船員政策課 長岡、吉田（代表）03-5253-8111（内線45-145、45-146）

（直通）03-5253-8652（ＦＡＸ）03-5253-1643
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